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失敗にもかかわらず…
  都合の悪いことは表に出したくないというのは、誰もが思うこ

とだ。事業の中には、思ったような利益が出せず、赤字になって

しまうこともある。そうなると、それを決めたのは誰だ。それを

推進したのは誰だと、責任を追及されることになる。

  ところが、それを決めたのは社長だということになると、社長

の責任とは言いにくいとか、意思決定の間違いではないという社

長の意向を忖度して失敗を少しでも見えなくしようと考えるメン

バーが出てくる。実際、失敗を見えなくするために色々と知恵を

絞っている姿を見ることもある。それらの方法を知ると、「なる

ほど、そのようにして失敗を隠したのか」と感心してしまうこと

もある。

失敗を隠す方法
  例えば、失敗事業を他のうまくいっている事業の中に入れて事

業の括りを変更してしまえば、失敗事業の数字が表に出ることは

ない。同様に、事業名を残しておかなければならない場合は、別

の利益の出る事業を追加して、その事業が良くなったように見せ

るという方法もある。こうすれば、いかにも事業を再建できたか

のように見える。また、赤字事業に対し、本社費や間接部門費の

配賦を意図的に少なくすることで、赤字を消していたという例も

ある。不正会計になるか否かは別にして、このように赤字事業に

もかかわらず、それを見えなくする方法は色々あるということだ。

  こうすることによって、問題があたかも解決したように見え、

責任も追及されなくなる。

ジリ貧経営へ
  しかし、読者の皆さんも感じられるように、このようなことを

しても、本質的な問題は何も解決しない。本来、赤字の垂れ流し

で問題にもかかわらず、問題を見えなくしたことで、打つべき対

策がとられなくなっただけだ。これを指摘すると、すでに利益の

出る商品や事業を入れることで赤字ではなくなったので対策は打

てているという人までいる。しかし、もともとの事業は赤字のま

まで、それを見えなくするために利益の出ている事業を移動した

だけで、本来なら大きな利益が出せていたものが、わずかな利益

になってしまっているのだ。

  赤字事業をこのような方法であたかも対策したかのように見え

なくすることばかり行っている企業はどうなるだろうか。どんど

ん利益を出す力が無くなり、いつの間にか、全社的に全く利益が

出せない体質に陥ることになる。ジリ貧経営の道をひた走ってい

るということだ。

問題事業を分離
  ところで、これとは正反対のやり方をしている企業もある。大
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きな事業の括りの中で、利益の出せていない事業を、そこから切

り離し、独立した事業として扱うことで、問題を「見える化」す

ると共に経営の責任を明確にし、事業再建を図るというやり方だ。

この背景には、大きな括りの中であれば、全体としては何とか利

益が確保できても、その中に問題事業があることでそれに経営資

源をとられ、伸ばすべき事業に注力できず、全体が低収益に陥っ

てしまうということがある。すなわち、問題事業を切り離すこと

で「問題を見える化」して対策すると共に、足かせになっていた

事業を分離することで、伸ばすべき事業に注力できる体制を作る

という狙いがあるということだ。

  その上で、問題事業については、再建が図れるか否かを適切に

判断し、難しいのであれば早期に撤退の意思決定をすることも大

切だ。再建もできないのに赤字を垂れ流し続ければ全社の業績を

低迷させるだけ。問題を徹底して「見える化」し、対策を打って

いくのが経営なのだ。

不正会計につながることも
  ところで、赤字を見えなくするために、利益の付け替えなどで

その事業の赤字を回避すれば、減損回避とみなされかねない。問

題事業を見えなくしようとすると不正会計につながることもあ

る。やはり、問題を徹底して「見える化」し、正面から問題に向

き合うことが大切なのだ。

  さて、皆さんの企業では、問題事業は「見える化」されている

だろうか。問題事業を見えなくしている企業は、間違いなくジリ

貧への道を辿っていると自覚することが大切だ。

【第6面から続く】

  タイ国際航空によるバンコク・仙台便の運航再開が 10 月 29 日

に決定したことで、東北地方を訪れるタイ人観光客が今後増える

ことが予想されるとして、8 月 27 日、一般社団法人・東北観光推

進機構（会長：小縣方樹東日本旅客鉄道株式会社取締役副会長）、

東北 6 県（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県）

および新潟県の知事もしくは副知事、仙台市副市長らが日本政府

観光局（JNTO）とともにバンコク都内のホテルでトップセールス

を実施。東北観光 PR のほか、バンコクの行政関係者、観光関係

団体および航空会社の代表と懇談した。

  このほか、8 月 24 日と 25 日には都内の高級商業施設で夏祭り

をはじめとする東北の魅力をタイ市民に紹介する東北観光 PR イ

ベントを開催している。

  タイから東北 6 県および新潟県への宿泊者数推移だが、東日本

大震災前の 2010 年に 8990 人だったものが、18 年には 7 万 1070 

人と約 8 倍に増得ている。
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